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長引くコロナ禍の混乱を受け、社会はさまざまな「持続不可能」な事柄に気付かさ
れました。そんなVUCA（Volatility・Uncertainty・Complexity・Ambiguity）の
時代に怯むことなく、野村ホールディングスは「For Future Generations（次世代
のために）」のスローガンのもと、多角的なサステナビリティ推進活動を続けてきま
した。そして2025年に創立100周年を迎えるにあたり、新たに「社会課題の解決
を通じた持続的成長の実現」という経営ビジョンを掲げ、サステナブルな社会・環
境の実現に向けた取組みを加速させています。
今回、金融機関としてサステナブルな環境や社会への貢献を考える野村ホールディ
ングス株式会社執行役員コンテンツ・カンパニー長兼サステナビリティ推進担当
の鳥海智絵様にお話を伺います。
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コンテンツ・カンパニー×
サステナビリティで目指す
価値創出

 企業も株主に限らず、地域社会、
社員、取引先、政府機関、機関投資家な
ど各ステークホルダーとの対話に基づく
経営が重視されるようになってきました。そ
のような中、御社は2020年7月1日にコン
テンツ・カンパニーを新設し、鳥海さんが
そのトップに就任されました。そこで、まず
はコンテンツ・カンパニーの役割について
お聞かせください。

鳥海 コンテンツ・カンパニーは、エコノ
ミスト、ストラテジスト、アナリスト、デー
タ・サイエンティストなど主に金融経済に
ついてリサーチ・分析を行うチームを中核
として、その他にも農業やヘルスケアに関
するリサーチとコンサルティングを行う会
社など、複数のエンティティにまたがる組
織です。リサーチレポートを発行するだけ
でなく、お客様やステークホルダーの皆様
に有為なコンテンツを、最適な形式とタ
イミングでお届けすることを目指しています。
また、中長期的な社会・経済問題の調査
にも取り組んでおり、お客様や社会が抱
える課題の解決を通じて持続的成長の
実現に貢献するという役割を担っています。
　今まで各部・各社で個別に活動してき
たメンバーを集約し、有機的に協働する
ことで新しい取組みが芽生えており、たと
えば、未上場企業のアナリストと上場企
業のアナリストがコワークしてセミナーを
行うなどの事例が出てきています。

 鳥海さんは、4月からサステナビリ
ティ推進も兼務されるようになりました。
SDGsの潮流もあり、グローバルに事業を
展開する企業にとってサステナビリティへ
の対応はもはや必須となっています。御社
では今後どのようにサステナビリティを推
進していくのか、方針をお聞かせください。

鳥海 サステナビリティ推進担当としての
私の役割は、グループワイドな戦略を策定
し、様々な取組みを行うことで、ステーク
ホルダーの皆様や社会に貢献することです。
　サステナビリティの推進には、2つの側
面があります。1点目は、当社自身のESG

やサステナビリティに関する取組み、2点
目は、ESGやサステナビリティに取り組ま
れているお客様やステークホルダーの皆
様へのサービス提供です。
　2点目のサービスの提供の例としては、
インベストメント・バンキング（IB）部門に
おけるファイナンスのサポートや、2020年
に買収したグリーンテック・キャピタル社
のノウハウを活用したサステナビリティ関
連のM&Aアドバイザリービジネスがあげら
れます。
ただ、サステナビリティ分野において当

社のプレゼンスをより一層高めることを考
えると、強化すべきことがまだまだあると考
えています。
たとえば、私たちの取組みをステークホ

ルダーの皆様に分かりやすいストーリーと
してお伝えすることです。これまでも、サス
テナビリティ関連のファイナンスやM&A

案件を多数サポートしてきましたし、毎年
発行している統合レポートなどでSDGsの
取組みを積極的に発信してきました。しか
し、それぞれの取組みが個別バラバラに発
信されており、全体の戦略を含め、当社の
一貫した考えや方針を分かりやすくストー
リーとして出していくべきだと考えています。
この点（戦略や方針をまとめ分かりやす

く発信すること）は、サステナビリティ分野
はもちろんのことコンテンツ・カンパニーに
も当てはまる課題だと考えています。

 サステナビリティ推進に関連して、
具体的にどのような取組みをなさっている
のでしょうか。

鳥海 コンテンツ・カンパニー内に「ESG

リサーチ会議」を立ち上げました。この会
議は、コンテンツ・カンパニーとしてESGや
サステナビリティにどのように関与していく

かを話し合う場です。
これまで、エクイティアナリストは通常の

企業価値分析に加えて、各企業をESGの
観点から分析し、個別企業や業種にとっ
てESGの取組みの機会やどのようなリスク
があるか等を調査してきました。一方で、
こうした機能以外にも、コンテンツ・カン
パニー内にはクレジット調査チーム、ESG

と企業価値の関係を定量的に分析して
いるチームや、新しいESGインデックスを
開発しているチームもあります。各チーム
が進めるプロジェクトや取組みを共有し、
「それなら、このチームと協力しよう」とか、
「ここを工夫すればもっとお客様のお役に
立てるのでは？」など、カンパニー内で侃々
諤々議論し協働する体制を作っています。
また、これまで埋もれていた上質なコン

テンツを掘り起こし、当社のサステナビリ
ティの取組みの認知度を上げることにも
積極的に挑戦しています。たとえば、野村
アグリプランニング＆アドバイザリーではア
グリテックのピッチコンテストを開催して
います。アグリテックは食のサステナビリ
ティであり、野村がアグリテックを手掛け、
ピッチコンテストを主催していることに関し
て世間の認知度を上げていくなど、コンテ
ンツ・カンパニーとしてできることは沢山あ
ります。
コンテンツ・カンパニーとサステナビリ

ティ、この2つの分野で自律的な協働が
生まれるような仕組みを作ることも私の役
割だと思っています。

グローバルの企業市民として、
サステナビリティのために
とにかく本気で行動する 

 サステナビリティ推進のご担当に
なられて、どのようなことに注力していきた
いとお考えでしょうか。

鳥海 外部への発信も重要な一方、サス
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テナビリティをグループ戦略の中にしっか
りビルトインさせていく必要性を強く感じ
ています。
サステナビリティに対する意識には地

域差があると思います。グローバルな動き
を見ると、やはり欧州が先行しており、ビ
ジネスサイドで急速に浸透してきているの
が現状です。
今後求められることは、その先にあるグ

ローバル企業市民としての責任であり、ビ
ジネスを超えてステークホルダーの皆様
にいかに貢献できるかという観点ではない
でしょうか。もっと深くサステナビリティの
具体的な取組みや実装方法を経営陣で
話し合い、一定のコンセンサスをもった上
で、積極的に行動していかなければいけな
いと思っています。経営陣が �我がこと�と
して考えることは、企業の存続に関わる重
要な問題として浸透してきている「ダイバー
シティ」と同様に重要です。まず、経営陣
向けの研修などを通じ皆で考え行動をす
ることが大事だと考えています。

 ESGを戦略に取り込む際、課題と
なるのはどのようなことでしょうか。また、こ
だわりたいポイントなどはありますか。

鳥海 金融機関がサステナビリティに対
して貢献できることは、お金の流れを動か
し、経済の循環を通じて、豊かな社会の
創造に貢献することです。
一方で、仮に、私たちが「当社は独自に

大気汚染物質を減らします」と宣言しても
社会に大きなインパクトを与えることはで
きないでしょう。さらに、商業銀行と違っ
て大きなローンポートフォリオを持たない
投資銀行グループとしては、貸出しを通じ
た貢献をすることも難しい状況です。しか
し、たとえば、私たちがサステナブルなもの
をスクリーニングして、金融商品や投資信
託にすることで、より多くの人々にサステナ
ビリティに関与してもらうことができます。
そのほうが社会的なインパクトは大きくな
りますし、より波及効果のあるビジネスモ
デルになると思います。

たとえば野村ホールディングスが戦略
的提携をした運用会社であるアメリカン・
センチュリー・インベストメンツ社（ACI社）
は基礎医療研究の研究所を保有していま
す。ACI社の収益は配当という形で医学
研究所に回るようになっていますが、この
仕組み自体がサステナビリティと言えるの
ではないでしょうか。

ESG投資の商品（ESG関連投信等）を
開発するだけはなく、様々な発想のもとに
サステナビリティに貢献するような仕組み
をつくることはできると思います。金融機関
には持続可能な環境や社会の形成に貢
献する資金の流れを生み出すことが求め
られていますので、間接的な形でサステナ
ビリティに貢献することができますし、個人
のお客様から貢献していただくという形を
作ることも可能です。このような方法が証
券会社ならではの貢献の仕方であり、役
割の果たし方なのだと思っています。

 さきほど研修のお話が出ましたが、
経営陣の皆さんはお忙しいでしょうから、
実現は大変だと思います。それでも、実施
したいとお考えなのは、何か理由があるの
でしょうか。

鳥海 米政権が替わり、政策スタンスが
変わったことで加速したという面があります
が、思った以上のスピードで世の中が変
化しています。今からでも遅くはないと思い
ますので、この変化に取り残されないよう
に当社も変化を加速させていきたいと思っ
ています。おそらく、お客様やステークホル
ダーの皆様も、私たちと同じように、昨今
の急激な変化に対し少なからずお悩みを
お持ちなのではないでしょうか。このような
お悩みに対しても私たちがサポートできる
ようにしていきたいと思っています。

手探りで一歩先の道を探し出し、
悩める企業を支えて歩みを続ける 

 ESG投資については、今、いろいろ
な企業が悩まれているように見受けられま
す。サステナブル・ファイナンスや責任投
資を通じた企業とのエンゲージメントの
状況はいかがでしょうか。

鳥海 インベストメント・バンキングの分
野では、いわゆるグリーンボンドの発行が
先行しており、当社も積極的に取り組んで
います。昨年はグリーンボンドだけでなく、
世界初の取組みとしてサステナブルFITs（新
株予約券）と呼ばれる、持続的な社会の
実現に貢献する資金使途に限定するエク
イティ型のスキームを開発しました。
また米国において、サステナビリティや

環境に特化したM&Aファームであるグリー
ンテック・キャピタル社を買収し、サステ
ナビリティ関連のM＆A案件を多数サポー
トしています。野村アセットマネジメントで
も、資産運用会社として投資先企業の企
業価値向上だけでなく、持続可能な社会
の構築のために責任投資への取組みを進
めています。その他にも、各企業から企業
価値への影響についてのお問合わせやご
相談をいただいており、シミュレーション
などを含め個別のコンサルティングを提
供しています。

 御社の開示情報によると、サステ
ナブル・ファイナンスの件数が増えてきて
いますね。

鳥海 野村グループは、グリーンボンド、
ソーシャルボンドに代表される債券の引
受・販売を通じて、社会に貢献したいとい
う投資家のニーズと、社会課題の解決を
目的としたプロジェクトの資金需要との橋
渡し役を担っています。ESG投資の重要
性が高まるなか、国内・海外においてサス
テナブル・ファイナンスに取り組んでおり、 
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資本市場を活用したSDGsの達成に貢献
していきたいと考えています。また、野村グ
ループは創業以来調査・分析を重視し、
その成果を社会に還元してきました。サ
ステナビリティ分野に関しては、2020年
12月にコンテンツ・カンパニー内に設置
したESGリサーチ・チームを中心にESG・
サステナビリティ関連リサーチ機能の更
なる強化を図っています。クオンツリサー
チ、インデックス開発の各部署をはじめ、
2019年に設立された野村サステナビリティ
研究センターが連携し、ESG・サステナビ
リティにフォーカスしたレポートの発行や
アドバイザリーサービスの提供、インデッ
クスの開発、各種提言等、取組みを進め
ています。

 経済産業省が2020年9月に「クラ
イメート・イノベーション・ファイナンス戦
略2020」を発表したように、日本でもトラ
ンジション・ファイナンスの議論が進んで
います。日本企業もESG投資の重要性は
理解し、今後、サステナブル・ファイナンス
への取組みについて、どうしたらいいのかと
悩んでいるようです。

鳥海 個々の状況によって異なりますが、
必ずしもトランジション・ファイナンスやグ
リーン投資という形にしなくても、様々な
方法で目的を達成することができると考え
ています。その会社の状況やフェーズに
よって、手段や選択すべきソリューション
も違ってくると思います。

 そういう意味では、幅広にいろいろ
なご提案をされていくということでしょうか。

鳥海 そうですね。今、サステナビリティ
に関する取組みには特に定義があるわけ
ではありません。だからこそ、具体的な行
動範囲に対し私たちも含め皆様も悩まれ
ているかと思います。お互いに会話をしな
がら、あるいは周囲の情報を参考にして
柔軟に進めていく形になるでしょう。

神奈川県出身。1989年、早稲田大学法学部卒業後、女性総合職採用の
2期生として野村證券 (現・野村ホールディングス)に入社。1994年に米国
スタンフォード大学のビジネススクールに留学し、1996年にMBAを取得。
帰国後、エクイティ部課長、金融商品部課長などを経験した後、2005年
に野村ホールディングス秘書室で社長秘書を務める。経営企画部長など
を経て、2012年から野村ホールディングス執行役員として経営企画部や
アジア戦略を担当後、2014年に野村信託銀行執行役社長に就任。
2018年4月、野村證券 専務営業部門企画統括、2020年7月、野村ホール
ディングス 執行役員コンテンツ・カンパニー長を経て、野村證券 専務コ
ンテンツ・カンパニー担当（現任）。

Chie Toriumi
鳥海 智絵氏
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多様な人材を登用することで
ガバナンスを効かせ、
企業文化の改革を進める 

 野村グループには多様な人材が
集まっていることもあり、ダイバーシティ&

インクルージョンを強化されているとお伺
いしています。どのようなことをなさっている
のか、お聞かせください。

鳥海 ダイバーシティ&インクルージョン
の取組みはサステナビリティ推進担当の
役割の一つです。私は今後、この領域をさ
らに強化していこうと考えています。これは、
単に女性活躍という話ではなく、企業文
化の問題とも捉えています。さまざまなバッ
クグラウンドを持つ方々に活躍してもらえ
る土壌を作るには、個々人の意識を根本
から変えていく必要があります。
　そのためには、形だけの数値目標を達
成することではなく、そもそもなぜダイバー
シティが重要で、求められているのかを、
まず経営陣が自分ごととして体感すること
が大切です。そこに私は課題を感じており、
経営陣には具体的に私たちが成し遂げら
れる項目を議論してもらっています。

 現在、社外取締役 67%、女性取

締役 25%、外国人取締役 3 3%と、ダイ
バーシティの観点から、御社はリーディン
グモデルと社会からは高評価されていらっ
しゃいます。自社のガバナンスをどのように
評価されていらっしゃいますか。

鳥海 ガバナンスができているか否かは、
ステークホルダーの皆様が評価してくださ
るものだと思います。ただ今年は、様々な
国籍の方、研究機関、規制当局等を出身
母体としてもたれる方々、現役の経営者の
方々に新任で取締役に就任していただき
ました。皆さんは、知識も経験も豊富であ
り、バラエティに富んだご意見をいただけ、
グローバルファームとしては、バックグラ
ウンドの多様性があるボードメンバーだと
思っています。比率としては、執行を兼ねて
いる取締役はきわめて限定的になりますの
で、外部の目という意味でのガバナンスは
非常に効く体制になっていると思います。
ただ、ガバナンスの形だけ整えるのでは

なく、実際に機能をさせることが重要です。
私たちがボードメンバーにきちんと情報や
課題をお伝えし、それに対するご意見をい
ただき、それを取り入れて変えていくことが
大切です。ステークホルダーの皆様には、
そうした行動が評価されるのではないかと
思います。

 近年の人事で、ダイバーシティ＆

インクルージョン推進の観点から印象的
だったものは何かありますか。

鳥海 奥田がグループCEOになり、人材
の多様化がこれまで以上に進みました。た
とえば昨年と今年で新任女性の執行役
員は4名おりますが、そのうち3名は野村
グループ以外でキャリアをスタートさせた
方々です。
また、今年 4月、営業部門の中核部署

である営業企画部において、初めて女性の
部長が就任しました。営業企画部長とい
うシンボリックなポジションに女性が就
任したことは、ダイバーシティ推進に関す
る非常に強いメッセージであると思います。

 2008年に米リーマン・ブラザーズ
社からアジア・パシフィックやヨーロッパ・
中東地域を引き継いだことで、人材構成
はかなり多様化されていますが、それをさら
に進めていくということでしょうか。

鳥海 2008年にリーマン・ブラザーズの
アジア、欧州・中東の部門を承継して、約
8,000人の社員が加わりました。既に10年
以上経過していますが、振り返れば企業
文化的にみてもたとえばLGBTQへの理解
が進むなど、大きな変化がありました。そ
れはきっかけにすぎませんので、今後も多
用な人材が活躍できる企業文化を大切に
し、推進していきたいと思います

「創立100年」を
通過点とするための、
日常のサステナビリティの工夫 

 日本企業にとってデジタル化も喫
緊の課題です。サステナブル経営を推進
するにあたって、御社ではどのような取組み
をなさっているのでしょうか。

鳥海 DXの事例として、野村ホールディ
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ングスと野村総合研究所のピッチコンテ
ストから生まれたWellGoという、人の健康
のサステナビリティに着目したアプリをご
紹介します。WellGoは、健康診断結果な
どのヘルスケアデータと労務管理情報を
一元化し、AIを用いて社員の健康状態を
多角的に把握・予測する健康経営プラッ
トフォームシステムです。運動、食事、睡
眠、体温など日頃の健康状態を記録でき
るだけでなく、人間ドックの検診データと
も連携されており、自分の検診データなど
が可視化されるようになっています。
　ウェアラブルデバイスとも連携している
ため、毎日何歩歩いたかのデータを記録
することもできます。それだけでなく、毎日の
健康クイズや歩数などにポイントが付与
されるインセンティブがあり、ユーザーが
継続しやすいよう設計されています。貯まっ
たポイントをギフト券へ交換したり、慈善
プロジェクトに寄付することもできます。歩
くことは、まさに健康維持という意味での
サステナビリティです。しかも、WellGoは
個々への健康増進だけでなく、寄付という
形で社会貢献につなげられるのです。

部署や支店ごとに歩いた歩数を競うノ
ム☆チャレWALKというコンテストを実施
しており、非常に盛り上がっています。この
ようなイベントの効果もあり、健康保険組
合経由での寄付も増えているようです。
最大の特徴は、基本的に健康保険組

合単位で契約する法人サービスである点
です。健康診断結果や勤怠状況などの個
人情報も一元管理することができるわけで
す。社員の健康を考えて経営することは、
今や企業経営にとって重要課題です。健
康やメンタルに問題のある社員をいち早
く発見することや医療費の削減につながれ
ば、それは経営にもプラスと言えるでしょう。
人生100年時代の今、企業価値を高める
ためには従業員がイキイキと働き、高い生
産性を保ち続けることが必要不可欠です。

 最後に、2025年に創立100周年
を迎えるにあたって、一言メッセージをお
願いします。

鳥海 昨年、「社会課題の解決を通じた
持続的な成長の実現」という経営ビジョ

ンをもとに7つの最重要課題を明確にしま
した。これから100年先を予測することは
さすがに難しいですが、2025年beyondの
ような形で、日本の将来像を発信し、野
村グループとしてサステナビリティ社会の
実現のため果たすべき役割を一つずつ推
進していきたいと考えています。

 ありがとうございました。

髙瀬 雄一郎
あずさ監査法人 

金融統轄事業部 パートナー
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